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要 請 書 

 

当団体は、消費者団体訴訟制度の制度化を迎えて、不当な勧誘行為や不当条項

の使用の中止を申入れ、また訴権を行使していくことを重要な活動内容として、

関西地域の７府県の消費者団体、消費者問題に取り組む個人等によって構成さ

れ、２００５年１２月３日に結成された消費者団体であり、２００７年８月２３

日には、内閣総理大臣より消費者契約法１３条に基づく適格消費者団体として

認定されました（組織概要についてはホームページをご参照下さい）。  

当団体が賃貸事業者である株式会社明来（本店・大阪市）に対し提起した消費

者契約法に基づく契約条項の差止等の請求訴訟について、本年３月３日付で、最

高裁第三小法廷が、当団体及び明来の上告受理申立てを不受理とし、明来の上告

を却下したことにより、下記の契約条項が消費者契約法１０条により無効であ

ると判断した大阪高裁平成２５年１０月１７日判決が確定いたしました。 

つきましては、貴団体に加盟する宅地建物取引業者が仲介・代理する賃貸借契

約の契約書において、下記の契約条項が使用されていないかどうかを確認し、使

用されている場合には、当該契約条項を削除・変更するよう、各事業者に周知徹

底されることを要請します。 

なお、本要請は公開の方式で行わせていただきます。したがって、本要請の内

容、及びそれに対する貴団体のご対応の有無とその内容等、本要請以降のすべて

の経緯・内容を当団体ホームページ等で公表いたしますので、その旨ご承知おき

ください。 

 



記 

 

 消費者である賃借人に後見・保佐開始の申立て等があったときや、破産・民事

再生、競売・仮差押え・仮処分・強制執行の決定等があったときに、賃貸人に無

催告にて解除権を認める条項 

 

 本要請に対する貴団体のご対応について、６月２２日までにご回答ください

ますようお願い致します。 

 なお、本要請は消費者団体としての任意の要請ですが、今後上記契約条項を使

用継続する貴協会の会員に対し、消費者契約法１２条に基づく差止請求を行う

可能性がありますので、念のため申し添えます。 

以上 


